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要旨： 沖縄県のバックグラウンド地点として位置付けられる南城市大里における 2004～2016 年度の有害大気汚染物質

調査結果から，大気中ベンゼン濃度の経年変動を確認したところ，2004～2014 年度にかけて増加傾向，その後 2014～2016

年度にかけて減少傾向にあった．PM2.5 濃度でも同様の経年変動を示しており，越境大気汚染の影響が一因であることが示

唆された．重回帰分析を用いて，ベンゼン濃度の変動要因を検討した結果，ベンゼン濃度は PM2.5 濃度と気象因子（降水

の有無および気温）から概ね予測可能となる結果が得られた．この予測式を用いて，真の年平均値の推計を試みた． 
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Ⅰ はじめに 

 有害大気汚染物質は，大気汚染防止法により「継続的

に摂取される場合には人の健康をそこなうおそれがある

物質で大気の汚染の原因となるもの」と定められている．  

 2017 年度の所報において，沖縄県におけるバックグラ

ウンド地点と位置付けられる南城市で実施した 13 年間

（2004 年度～2016 年度）の有害大気汚染物質調査結果を

基に，有害大気汚染物質の優先取組物質（21 物質）の状

況および経年変動等について報告した 1)．同報告で，2004

～2014 年度にかけて，大気中ベンゼン濃度の全国平均が

減少傾向にあるのと対照的に，南城市では増加傾向にあ

り，2014～2016 年度にかけては減少傾向に転じていたこ

と，その変動傾向は微小粒子状物質（以下，「PM2.5」と

いう．）のそれと類似していたことを報告した． 

 本報では，沖縄県のバックグラウンド地点（南城市）

における大気中ベンゼン濃度の変動要因について，さら

に検討した内容を報告する． 

 

Ⅱ 方法 

１．調査地点 

調査地点について，図 1 に示す．一般環境における調

査地点のひとつとして，沖縄県南城市に位置する当研究

所（2016 年度時点：2017 年度から新庁舎（うるま市）へ

移転）の屋上（地上高 8m）にて試料採取を実施した．

同地点は周囲を原野に囲まれ，集落の主要道路からは約

300m 離れており，自動車排出ガスの影響が少ない地点

である．近傍に主要幹線道路や大規模な発生源等もない

ため，バックグラウンド地点として位置付けることがで

きる． 

２．解析対象期間 

当研究所では 2001 年度から同地点での調査を実施し

ていたが，2003 年度に測定条件等の見直しを行ったため，

測定データの継続性を考慮し，2004 年度から庁舎移転

（2016 年度末）までの 13 年間を解析対象期間とした． 

３．試料採取および測定方法 

大気試料の採取および測定は，有害大気汚染物質測定

方法マニュアル 2)および環境省の定めた事務処理基準 3)

に準拠した．2004 年 4 月から 2017 年 3 月までの毎月 1

回 24 時間連続採取し，容器採取-ガスクロマトグラフ質

量分析法により，ベンゼン等の揮発性有機化合物を同

定・定量した．  

測定結果は，事務処理基準 3)に準じ，年平均値（年 12

回測定の算術平均値）として，環境基準を評価した． 

４．偏相関および重回帰分析 

ベンゼン濃度の変動要因を検討するため，統計解析ソ

図 1．調査地点． 

南城市大里

（沖縄県衛生環境研究所 旧庁舎）

沖縄県衛生環境研究所報 第52号（2018）

- 47 -



フト「エクセル統計 2012」を用い，偏相関および重回帰

分析を行った．変数として用いた沖縄気象台（那覇）に

おける気象データは，気象庁ホームページ 4)から入手し

た．PM2.5 質量濃度は，自動測定機による沖縄局（中部保

健所）での測定結果を使用した．1,3-ブタジエン濃度は，

有害大気汚染物質調査の一環として，ベンゼン測定時に

同時定量した結果を用いた． 

ベンゼン，PM2.5，1,3-ブタジエン濃度および降水量は，

対数正規分布に近い分布を示したため，濃度および降水

量の対数を用いて，偏相関および重回帰分析を行った． 

 

Ⅲ 結果および考察 

１．大気中ベンゼン濃度の経年変動 

沖縄県南城市における大気中ベンゼンの年平均濃度の

推移について，図 2 に示す（既報 1)からの抜粋）．比較

のため，全国の一般環境測定局における平均値 5)（以下，

「全国平均」という．）を併せて示した．  

2004～2014 年度にかけて，ベンゼン濃度の全国平均が

減少傾向にあるのと対照的に，南城市では増加傾向にあ

った．2014～2016 年度にかけては減少傾向に転じていた．

なお，調査期間を通して，環境基準（3 µg/m3）を達成し

ていた． 

2004～2016 年度の PRTR 集計結果を確認したところ，

沖縄県におけるベンゼンの届出排出量及び届出外排出推

計量の合計が増加傾向にある物質はみられなかった 6)．

そのため，大気中ベンゼンの経年的増減パターンは，県

内での産業活動に起因するものとは考えにくい． 

南城市におけるこれまでの調査研究において，ベンゼ

ン等の越境大気汚染が示唆されている 7-9)．ベンゼンは，

比較的大気中での寿命が長く，大陸側からの汚染気塊が

沖縄島へ流入する際，高濃度になる現象がみられる．ま

た，沖縄県における PM2.5 の観測結果から，PM2.5 の越境

大気汚染が示唆されている 10)． 

PM2.5 とベンゼンの経年変動を比較するため，2011 年

度を基準とした濃度比の変動を図 3 に示す（既報 1)から

の抜粋）．沖縄県における PM2.5 質量濃度の測定は，沖

縄局（中部保健所）で 2011 年度に開始したのが最も古い．

図 3 には，沖縄局における 2011 年度以降の PM2.5 質量濃

度を有害大気汚染物質の調査日に合わせて集計した年平

均値を示した．図 3 に示したとおり，ベンゼンの経年的

な増減パターンが，PM2.5 のそれと類似していたこと（相

関係数 r=0.77）から，越境大気汚染による影響が一因と

なっているものと考えられた． 

 

２．大気中ベンゼン濃度の季節変動 

2004 年 4 月から 2017 年 3 月までの経月変動を図 4 に

示す．季節変動を明確にするため，3 ヶ月移動平均を併

せて示した．ベンゼン濃度は，太平洋側からの風向が卓

越する夏期に低く，大陸側からの風向が卓越する冬期に

高くなる季節変動がみられた． 

 

図 2．ベンゼンの年平均濃度の経年変動
1)
． 

図 3．2011 年度を基準としたベンゼンおよび PM2.5

の濃度比の経年変動
1)
．PM2.5 濃度はベンゼンの

調査日に合わせて集計した年平均値を用いた． 

図 4．ベンゼン濃度の経月変動． 
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３．重回帰分析によるベンゼン濃度変動要因の検討 

ベンゼン濃度の変動要因を検討するため，2004 年 4 月

から 2017 年 3 月までの毎月の測定データを対象に，ベン

ゼン濃度(µg/m3)と PM2.5 濃度(µg/m3)，1,3-ブタジエン濃

度(µg/m3)および気象因子（風速(m/s)・気温(℃)・湿度(%)・

雨量(mm)・気圧(hPa)・全天日射量(MJ/m2)）の間の関係

を確認した．他の変数の影響を取り除いた 2 変数間の相

関関係を調べるため，偏相関を求めた．なお，沖縄県で

観測される PM2.5 は越境大気汚染の指標 10)，1,3-ブタジエ

ンは近傍からの自動車排出ガスの影響を表す指標 11)と

なり得るものと仮定した．ベンゼン等の揮発性有機化合

物の大気中濃度は，降雨強度に影響されないという報告

があり 12)，降水による大気からの除去効果が小さいこと

が窺える．一方，PM2.5 等のエアロゾルでは降水による大

気からの除去効果が大きいこと 13)が想定される．降水の

有無（降水量  0.5mm/日未満を「降水無し」とした．）

別に，ベンゼン濃度と PM2.5 濃度の関係を確認したとこ

ろ，降水有りのほうが降水無しに比べ，PM2.5 が低濃度と

なる傾向にあり，降水による PM2.5 の除去効果が示唆さ

れた（図 5）．そのため，降水の有無により場合分けし

たデータセットについて偏相関分析を行った（表 1）． 

降水無しの場合，ベンゼン濃度は，PM2.5 濃度，気温，

湿度，気圧および全天日射量との間に有意な偏相関係数

が得られた．降水有りの場合，ベンゼン濃度は，PM2.5

濃度，気温および全天日射量との間に有意な偏相関係数

が得られた．降水の有無に関わらず，ベンゼン濃度と 1,3-

ブタジエン濃度との間に有意な偏相関は無く，近傍から

の自動車排出ガスの影響は小さいことが示唆された． 

ベンゼン濃度を目的変数，表 1 でベンゼン濃度と有意

な偏相関を示した変数（PM2.5 濃度，気温，全天日射量；

降水無しの場合は湿度および気圧を追加）を説明変数と

して，変数増減法（変数選択の基準は p 値 0.20 とした．）

により重回帰分析を試みた．その結果，予測式(1)および

(2)が得られた． 

 

表 1. 偏相関行列（降水の有無別）．表中の斜線の上側には偏相関係数，下側には偏相関の有意性検定を示した． 

図 5．降水の有無別によるベンゼン濃度と PM2.5 濃度の

関係．降水量<0.5mm/日を降水無しとした． 
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i) 降水無し（降水量 0.5mm/日未満）の場合 (n=38) 

log[ベンゼン] = 0.392 log[PM2.5] - 0.039 [気温] + 0.076 

･･･(1) 

ii) 降水有り（降水量 0.5mm/日以上）の場合 (n=32) 

log[ベンゼン] = 0.733 log[PM2.5] - 0.053 [気温] - 0.038 

 ･･･(2) 

予測式(1)および(2)から算出したベンゼン濃度の予測

値と実測値の関係を図 6 に示した．相関係数(r)は 0.73 で

あり，ベンゼン濃度は，PM2.5 濃度と気象因子（降水の有

無，気温）から，ある程度予測可能となる結果が得られ

た．予測式(1)および(2)において，PM2.5 に関する偏回帰

係数は正(>0)であり，PM2.5 が高濃度となるほど，ベンゼ

ン濃度が高くなる結果となった．このことから，ベンゼ

ンと PM2.5 の発生源は類似していることが想定され，季

節変動等を考慮すると，越境大気汚染の影響が示唆され

た．また，気温に関する偏回帰係数は負(<0)であり，気

温が高いほど，ベンゼン濃度が低下しやすい状態にある

ことが窺えた．気温とベンゼン／PM2.5 濃度比（実測値）

の関係を図 7 に示した．ベンゼンと PM2.5 の発生源が同

じであると推定した場合，両者の温度依存性に違いが無

ければ，ベンゼン／PM2.5 濃度比は気温に関わらず，ほぼ

一定の値となることが予想される．しかしながら，図 7

に示したように，気温が高くなるほど，ベンゼン／PM2.5

濃度比が小さくなる傾向が確認された．気温が高いほど，

PM2.5 に比較してベンゼンの濃度低下が大きく，予測式

(1)および (2)において気温に関する偏相関係数が負 (<0)

であることと一致していた．粒子状物質である PM2.5 に

比べて，揮発性ガスのベンゼンのほうが，温度による拡

散の影響を受けやすいことや，気温の高い時期（夏期）

には，光化学反応により，ベンゼンの分解が進みやすい

のに対し，PM2.5 は二次生成が促進されやすくなること等

が要因であると推測された．なお，近隣の石油貯蔵施設

やガソリンスタンドからのベンゼン揮散による影響があ

れば，気温の上昇とともにベンゼン／PM2.5 濃度比が増加

すると考えられるが，逆の結果となったことから，近隣

施設等からのベンゼン揮散の影響は少ないことが示唆さ

れた． 

４．真の年平均値の推計 

ベンゼンを含めた有害大気汚染物質の環境基準を評価

する際，年 12 回（毎月 1 回）の測定値を算術平均して求

めた年平均値を用いることになっている．しかしながら，

この方法では年間の約 3%（＝12 日／365 日）に相当す

る測定データから年平均値を算出し，環境基準を評価し

ていることになり，真の年平均値との乖離が懸念される．

PM2.5 濃度および気象データについては 24 時間 365 日の

自動測定がなされているため，今回得られた予測式 (1)

および(2)を用いれば，年間 365 日分のベンゼン濃度の推

計を試みることができる．この 365 日分のベンゼン濃度

から年平均値を算出すれば，より真の年平均値に近い値

が得られるものと推察される． 

予測式(1)および(2)を用いて，PM2.5 濃度および気象デ

ータから，毎日のベンゼン濃度を算出し，それらを算術

平均して求めた年平均値（予測値）を図 8(A)に示した．

図 8(A)には，実測値についても併せて示した（図 2 の

2011~2016 年度データの再掲）．図 8(B)には，PM2.5 平均

濃度と平均気温について示した．有害大気汚染物質のサ

ンプリングは毎月 1 回の実施であるため，測定値に偏り

が生じる恐れがある．月 1 回のサンプリング日が高濃度

図 6．ベンゼン濃度の実測値と予測値の関係． 図 7．気温とベンゼン／PM2.5 濃度比の関係． 
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日または低濃度日に極端に偏った場合の濃度範囲を確認

するため，予測式を用いて推計した日別のベンゼン濃度

について，各月の最高濃度または最低濃度を算術平均し

た年平均値を図 8 のエラーバーに示した．エラーバーの

上端は年間 12 回（毎月 1 回）の測定日が各月の最高濃度

日に偏った場合，下端は最低濃度日に偏った場合の年平

均値を示している．実測値はエラーバーの範囲内に収ま

り，予測式がある程度の妥当性を持っていることが確認

された． 

図 8 において，予測値のほうが真の平均値に近いと仮

定すると，2011～2014 年度はベンゼン濃度を過大評価

（安全側に評価）し，2016 年度はベンゼン濃度を過小評

価していた可能性が示唆された．実測値では 2014 年度か

ら 2016 年度までの 2 年間で，1/3 以下の濃度まで急激に

減少（約 70%の低減）しているが，予測値では同じ 2 年

間で，約 30%の減少に留まっていた．PM2.5 平均濃度は，

2014 年度から 2016 年度までの 2 年間で，約 25%の減少

であった．平均気温は，2014 年度から 2016 年度までの 2

年間で，約 1℃上昇していた．PM2.5 濃度の減少と平均気

温の上昇が，2014 年度から 2016 年度までの予測値の減

少傾向に寄与していた．ベンゼン濃度の真の年平均値が

2 年間で 1/3 以下に急激に減少するような排出抑制効果

等は想定しがたく，予測値から求めた約 30%程度の減少

が現実的であろうと推測された．  

今回得られた予測式を用いて，真の年平均値の推計を

試みたところ，ベンゼン濃度を含めた有害大気汚染物質

の測定値には，サンプリング日の偏りが大きな影響を与

えていることが示唆された．ベンゼン等の濃度変動を確

認する場合，実測値と真の平均値の間に，ある程度の乖

離が存在している可能性を念頭に置き，評価する必要が

あると思われた． 

 

Ⅳ まとめ 

沖縄県のバックグラウンド地点として位置付けられる

南城市大里において，2004 年度から 2016 年度まで 13 年

間実施した大気中ベンゼンの調査結果から，以下のこと

が明らかになった． 

1) 大気中のベンゼン濃度は，2004～2014 年度にかけて

増加傾向，その後 2014～2016 年度にかけて減少傾向に

あった． 

2) PM2.5 濃度でも同様の経年変動を示しており，ベンゼ

ン濃度の経年変動は，越境大気汚染の影響が一因であ

ることが示唆された． 

3) ベンゼン濃度は，夏期に低く，冬期に高い季節変動を

示した． 

4) 重回帰分析を用いて，ベンゼン濃度の変動要因を検討

した結果，ベンゼン濃度は PM2.5 濃度と気象因子（降水

の有無および気温）から概ね予測可能となる結果が得

られた． 

5) 重回帰分析から得られた予測式を用いて，真の年平均

値の推計を試みたところ，実測値と真の年平均値の間

には，サンプリング日の偏りに起因する乖離が存在す

る可能性が示唆された． 
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